
職業生活活性化のための年単位の長期休暇制度等に関する研究会報告書（案）の概要

　①　ベスト・プラクティスの提供等普及啓発活動
　②　制度活用に有効な情報提供
　③　長期休暇取得者への生活費の支援
　④　制度を導入する企業への支援

具体的な支援策

長期休暇制度の導入に当たっての課題

　○　休暇時の生活費
　○　休暇の有効活用の方法がわからない

　○　金銭的コスト（休暇取得時、導入時）
　○　必ずしも明確なベネフィットが期待できない

企業サイド

個人サイド

　○　経済の活性化
　○　家庭や地域社会の活性化を通じて社会の活力ある発展

経済社会にとっての意義

年単位の長期休暇制度の意義

　○　労働者の就労意欲の高まり、生産性の向上
　○　優秀な人材の獲得・確保
　○　社会的責任の実践

企業にとっての意義

　○　仕事と生活の調和の実現
　○　安心・納得した生き方、働き方の実現

個人にとっての意義

　職業生活を初めてから一定期間経過後に、人生を再設計し、
　今後の生き方・働き方を活性化する機会としての休暇制度

年単位の長期休暇制度

　休暇の使途：　社会活動への参加、自己啓発活動等
　休暇の対象：　一定期間以上の継続した勤続のある者
　休暇の期間：　１年以上の期間

制度のイメージ
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「仕事と生活の調和の実現」における「年単位の長期休暇制度」の位置付け

個人のライフステージに応じて、主体的に生き方、働き方を選択

個 人 の ビ ジ ョ ン

充実した人生

柔軟なライフスタイルが選択可能な社会

仕事

家庭 地域

企業の活力向上

家庭生活の充実

地域社会の活性化

社 会 の ビ ジ ョ ン

仕事中心の生活

仕事

家庭 地域

仕事

家庭 地域

二極分化した社会

家庭中心の生活

政 策 展 開

仕事と生活の調和のための環境整備

　持続・安定　＝　安心・納得

社会保障制度、税制等

　【職場】
　
　
　【家庭】

　
　【地域】

　多様かつバランスのとれた働き方

　自立（律）自助・協同・共助

労働時間 ・ 就業場所 ・ 賃金制度 ・
均衡処遇 ・ キャリア形成

・人生設計 ： 節目での再設計
　　　　　　　　（年単位の長期休暇）
・資産形成
・ボランティアなどの地域活動
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( 年単位の長期休暇 )


